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NPO　これまで　と　これから

　　今田　忠
１．ＮＰＯ　これまで
　市民公益活動の台頭

　1980年頃から市民が自ら公益を担うボランタリーな活動が台頭。国際協力ＮＧＯ、住

民互助型の高齢者福祉団体、環境ＮＧＯなど

企業市民の思想

　1990年フィランソロピー元年。1990年2月企業メセナ協議会設立。1990年7月経団

連社会貢献委員会、1991年4月経団連社会貢献部発足。1991年11月財団法人大阪コ

ミュニティ財団設立

ＮＰＯの紹介

　　1990年12月(財)日本地域開発センター「地域開発」特集・「ノンプロフィット・セク　

　　ターの形成」の中で上野真城子氏や酒井憲一氏の論文の中にＮＰＯという用語が使わ　

　　れた
1992年10月、日本ネットワーカーズ会議、ＮＰＯをテーマに第２回会議を開催
1993年3月、ＮＰＯ研究フォーラム発足

1993年9月、ＮＰＯ推進フォーラム発足

1999年3月、日本ＮＰＯ学会第１回大会、設立

　新法制定への動き

　市民公益活動団体が簡易に法人格を取得でき、かつ税制優遇を得られるような制度の　　

　新設を求める運動

　　1994年3月ＮＩＲＡ(総合研究開発機構)の委託研究「市民公益活動基盤整備に関する

　　調査研究」発表

　　1994年11月「市民活動を支える制度をつくる会シーズ」発足
　　1995年1月阪神・淡路大震災で加速

NPO法制定

1997年6月市民活動促進法衆議院通過

1998年3月特定非営利活動促進法成立、12月施行。ＮＰＯ法は通称

1995年5月改正法施行。12分野から17分野に拡大、予算準拠主義の廃止等

　

ＮＰＯ法の特徴

主務官庁の許認可から所轄庁の認証へ

主務官庁の監督から情報公開による市民の監視へ

　民法第34条「祭祀、宗教、慈善、学術、技能その他公益に関する社団又は財団に

　して営利を目的とせざるものは主務官庁の許可を得て之を法人と為すことを得」

　第67条「法人の業務は主務官庁の監督に属す」
　

認定ＮＰＯの実現

　2001年10月、認定特定非営利活動法人制度創設(租税特別措置法)、パブリック・サポート・テスト制を採用

2003年度税制改正で要件緩和、みなし寄付金制度導入

2008年度税制改正で要件緩和

2008年6月現在87法人

　事業型ＮＰＯの発展

コミュニティ・ビジネス、社会的企業の概念

マネジメントの重視

　　

行政との協働の進展

　　助成、委託

指定管理者制度
２．ＮＰＯのいま

　　認証、認証取消、解散、

2008.4.30.現在

	
	申請数
	認証数
	不認証数
	解散数
	認証取消数

	大阪府
	2,517
	2,425
	2
	223
	47

	東京都
	6,333
	5,825
	338
	397
	66

	都道府県計
	32,955
	31,735
	362
	1,835
	225

	内閣府
	2,957
	2,752
	118
	175
	33

	全国計
	35,912
	3,448
	480
	2,010
	258


認証取消の事由(内閣府)

	取　消　の　事　由
	件数

	３年以上にわたって事業報告書等を一切提出していないことを理由に設立の認証を取り消した法人
	19

	特定非営利活動を全く行っておらず、改善命令(事業計画の作成、特定非営利活動の実施等)に違反したため設立認証を取り消した法人
	10

	その他の理由により設立の認証を取り消した法人
	4

	合　　　計
	33


大阪府の認証取消47件は、すべて３年以上にわたって事業報告書等を一切提出していないことを理由に設立の認証を取り消した法人。

別表：

1. 保健、医療又は福祉の増進を図る活動

2. 社会教育の推進を図る活動

3. まちづくりの推進を図る活動

4．学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動

5． 環境の保全を図る活動

6. 災害救援活動

7. 地域安全活動

8. 人権の擁護又は平和の推進を図る活動

9. 男女共同参画社会の形成の促進を図る活動

10．国際協力の活動

11．子どもの健全育成を図る活動

12．情報社会の発展を図る活動

13．科学技術の振興を図る活動

14．経済活動の活性化を図る活動

15．職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動

16．消費者の保護を図る活動

17．前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動

３．ＮＰＯ　これから
　ＮＰＯの課題

　　財政、人材、専門性

　企業のＣＳＲとＮＰＯ

新しい法人制度の動き

社団法人・財団法人法。2008年12月施行、一般社団法人は社員2名、一般財団法人は300万円の財産があれば準則主義により設立、税制優遇を受けるには公益認定をうけなければならない

会社法。資本金ゼロで株式会社設立が可能、合同会社(LLC)制度新設

有限責任事業組合(LLP)新設。これは組合であるから法人格はない

  ワーカーズ・コレクティブ法。現在、法制化の運動が進められている。正式には「協同労働の協同組合法」。超党派の国会議員連盟も結成

　広義のＮＰＯとＮＰＯ法人

　　新公益法人、社会福祉法人とのバランス

　市民社会とＮＰＯ

　　ＮＰＯと政治の考え方

　　　NPO法第二条第2号二ロ｢政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対するこ　　

　　　とを主たる目的とするものでないこと｣
　　　第2号二ハ｢特定の公職の候補者若しくは公職にあるもの又は政党を推進し、支持
し、又はこれらに反対することを目的とするものでないこと｣
市民活動と法人格

	
	特定非営利活動法人

(NPO法人)
	株式会社
	ＬＬＣ(合同会社)

	特徴
	・公益を目的とする(不特定)多数の利益

・利益を構成員で分配しない(利益は活動に使う)

・役員のうち報酬を受け取れるのは1/3以下
	・新会社法で有限会社と株式会社が一本化され株式会社に

・有限責任 (*①)

・大規模化に適している
	・新会社法での会社法人の一つ

・Limited (有限) 

Liability(責任)

　Company(会社)の略

・小規模企業に使いやすい会社組織

・コミュニティビジネスで活用が見込まれる

・定款自治(*②)、・有限責任(*①)

	要件
	・10人以上の社員

・宗教活動、政治活動が目的では不可
	・１人で可、出資金1円から可
	・１人で可、出資金1円から可

・出資者全員が業務執行(出資のみの参加は不可)(定款で例外可)

	設立方法
	所轄庁による認証

設立登記
	設立登記
	設立登記

	設立期間
	約4ヶ月
	約1ヶ月
	約2週間

	資本金
	―
	1円以上
	1円以上

	社員(会員）
	10人以上
	1人以上
	1人以上

	理事数(取締役）
	3人以上
	1人以上
	定款で自由に決められる

	監事数(監査役）
	1人以上
	設置任意
	定款で自由に決められる

	利益の配分
	利益は次年度の事業に充当
	出資割合に応じて分配
	定款で自由に決められる

	課税
	法人課税(税法上の収益事業に対して課税)
	法人課税(全ての収益事業に対して課税)
	法人課税(すべての事業に対して課税)


	
	ＬＬＰ

(有限責任事業組合)
	企業組合

	特徴
	・Limited (有限) Liability(責任)　Partnership(組合)の略

・小規模企業に使いやすい組織

・コミュニティビジネスで活用が見込まれる

・内部自治(*③)　・パススルー課税(*④)・有限責任(*①) 
	・各自が組合員となって資本と労働を持ち寄り組織

・独立指向型のメンバーが集まって事業するのに向く　

・コミュニティビジネスでよく活用

・有限責任(*①) 

	要件
	・2人以上、出資金2円以上(1人1円から)

・出資者全員が業務執行(出資のみの参加は不可)
	・4人以上の出資

・全従業員の1/3以上が組合員

・全出資者の1/2以上は事業従事

・都道府県の認可

	設立方法
	契約の登記
	所轄庁による認証

設立登記

	設立期間
	約2週間
	約1ヶ月

	資本金
	2円以上
	―

	社員(会員）
	2名以上
	4名以上

	理事数(取締役）
	契約で自由に決められる
	3人以上

	監事数(監査役）
	契約で自由に決められる
	1人以上

	利益の配分
	契約で自由に決められる
	2割までは出資割合で、それ以上は働きに応じて配当

	課税
	パススルー課税(*④)(すべての事業に対して課税)
	法人課税(すべての事業に対して課税)


おうみネットNO.57(三木秀夫弁護士)による。
*①有限責任とは―出資者が出資した額のみについて責任を負うこと。会社が倒産しても出資した額以上に責任を負う必要はない。

*②定款自治とは―組織、運営、配当比率等を定款によって自ら決めることができること。

*③内部自治とは―組織、運営、配当比率当を契約によって自ら決めることができること。

*④パススルー課税―法人ではないため、LLP自体には課税されない。LLPで出た利益は、出資者が全員一致で決めた比率で割り振り、これを各出資者の所得として(個人の所得税や法人税が)課税される。逆に赤字となった場合、出資者は割り振られた損失分を所得から差し引くことができ、節税にもなる(損失は出資金額の範囲までになる)。
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